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環境基本理念

私達は、曙の理念とakebono21世紀宣言に基づき、21世紀の社会と環境

に貢献する新しい『価値』を提供し続けます。また、地球の一員として地球

規模の環境保全に努め、環境と調和した安全で豊かな社会の発展に自主的・

継続的に取り組みます。

環境基本方針

1.  製品の開発・設計段階から安全と環境保全に配慮した取り組みを積極的

に行い、環境負荷の少ない技術開発・商品開発を推進します。

2.  省エネルギー、省資源、廃棄物の削減およびリサイクルの推進等、循環型

社会構築のための継続的な環境負荷低減に向けて、全社員一人ひとりが

努力します。

3.  国内、海外を問わず、環境に係わる法律・規制・協定などは当然のことと

して遵守し、さらに自主管理基準を制定して環境管理レベルの向上に努

力します。

4.  私達の環境保全に関する取り組みがより広く理解されるよう、積極的な

情報公開を行い、地域社会との協調を図り、より良い生活環境を実現する

ために努力します。



2008年度環境目標と実績 　　　　　　
＊評価：○100％達成、×未達

取組項目 中長期目標 2007年度目標 2007年度実績 評価＊ 2008年度目標 関連ページ

開
発
・
設
計

PRTR法対象物質使用率削減（試作品に占める割合） 2009年3月末までに0.5%以下 0.7%以下 2008年3月までの実績　0.4% ○ 0.3%以下 29

環境負荷物質（アンチモン）を含まない材料の量産化
（量産移行に占めるテーマ数の割合）

2009年3月末までに60%以上 50%以上 2008年3月までの実績　52% ○ 60%以上 29

有機性揮発物質（VOC）使用量の削減
2010年度までに排出量を30％以上削減

（2000年度比）
新接着工法での製品の市場投入 新接着工法を開発完了し、量産プラント着工 × 2008年10月より量産開始、新接着工法での製品の市場投入 26

環境負荷物質（SOC）フリー
2013年までに焼結材をPbフリー化

（新幹線、在来線）
30％以上 37% ○ 50%以上 26

生
産

生産拠点CO2排出量削減（総量）
対象：国内9生産拠点

2010年度までに７％削減
（1990年度比）

・2010年度までに1990年度比で7％削減
・売上高原単位で前年度比1％削減する
　対象：国内9生産拠点

CO2発生量は1990年度比11％削減
CO2原単位は前年比2％改善 ○ 2010年度までに1990年度比で7％削減 16、28、30

ISO14001認証取得および継続的改善
①2007年6月までに北米AMTECが認証取得予定
②2008年度中に中国2拠点（広州・蘇州）が認証取得予定
③2008年度中にタイ新工場が認証取得予定

北米の生産拠点Springfield Plant（旧AMTEC）が2006年12月
までに認証取得予定

北米Springfield Plant（旧AMTEC）は拠点再編・統合により閉
鎖された。同Plantの製品は既にISO14001認証取得すみの
Glasgow Plantに移管され、北米での生産効率を高めると同
時に環境への負荷低減を果たしている

○
①2008年度中に中国2拠点（広州・蘇州）が認証取得予定
②2008年度中にタイ新工場が認証取得予定

24

非生産拠点（営業所等オフィス関連）の廃棄物実態調査 ゼロエミッションを継続維持する 各営業所の廃棄物発生量の見える化を図る
非生産拠点の廃棄物実態を調査実施
全営業所のトータル廃棄物は20トン/年で全曙の0.05% ○ ゼロエミッションの維持継続 28

生産拠点の埋立て廃棄物ゼロ
（ゼロエミッション活動）

ゼロエミッション達成の生産拠点は維持継続 海外拠点の廃棄物実態調査
アジア拠点（中国、インドネシア）の廃棄物実態調査実施
廃棄物処理業者の選択肢が少なく処理費の高騰などの課題
があるが、廃棄物に関する事故、苦情なし

○ 国内全生産拠点でのゼロエミッション維持継続 28

モ
ノ
づ
く
り

安全道場
安全道場で体験研修して危険予知のできる人づくりを行い
各拠点に持ち帰り広める

1. 安全基本行動をKY体験研修し、当社各拠点で実展開
2.  製造ラインでの危険箇所150点の気づきと対策を体験研

修し、各拠点で実施展開

・安全道場（基本行動習得者268名）
  習得者による自拠点での展開
・危険箇所発見コーナーでの気づき体験実践39名修了
  生産技術部門での実践開始中

○

モノづくり研修生は100％習得する
　・間接部門の講師育成
　・海外研修生の参加・関連会社の参加
　・危険箇所発見コーナーでの50点/人以上確保

51

環境道場
環境道場で体験研修して環境保全のできる人づくりを行い
各拠点に持ち帰り広める

1. 環境問題に対する研修
　（特に当社の実施展開状況について）
2.  実地体験研修：廃棄物の分別、緊急時の対応方法。工場廃

水異常時の重大さ

環境概論、公害法律体系、CO2削減の取組状況などについて
座学を中心に環境教育を実施。（社内の研修生 46名）
部品工業会の中核人材の見学受け入れ実施

○ CO2削減の実践について広く教育する 24

物
流

物流CO2排出量の削減 2010年度までに7%削減（2002年度比） 2007年度より「改正省エネ法への対応」テーマ内にて実施する ー ー ー 32

梱包資材の使用量削減
2010年度までに50%削減（2001年度比）：海外向けに使用
されている梱包資材を削減対象として展開する

・リターナブル、リユースの導入拡大で削減を図る
・海外輸出外装ケース使用量を45％削減（2001年度比）

削減実績：15%（2001年度比）
タイ工場向けリターナブルポリ箱の導入、北米向け外装ダン
ボールケースの製品収容数増加（11％）を実施したが取り組
みとしていた米国メーカーのリターナブルケース導入見合わ
せにより未達となった

×
削減目標：25%（2001年度比）前年+10%
・海外G企業を中心に新規アイテムのリターナブル化拡大
・緩衝防止資材の二重使用抑制で利用量低減

32

改正省エネ法への対応
（荷主への省エネ義務）

省エネ改善目標値：原単位　前年度比１％削減
・エネルギー使用量の把握、管理、報告
・省エネ計画作成実施、評価、報告

・エネルギー使用量の把握体制確立
・エネルギー使用原単位の前年度比3.1％低減 ○

輸送効率の向上でエネルギー使用原単位の前年度比1％以上
低減

32

生
産
技
術

省資源設計の推進
生産設備・ツーリングに関して、「再利用できる設計」、「材料
歩留まりの良い設計」、「エネルギー消費の少ない設計」、「環
境負荷を考慮した設計」をめざし、環境にやさしいモノづく
りをめざす

省資源検討表の100%実行

①環境適合設計を下記の環境保全項目で展開する
　・省資源検討表
　　Min化チェックシート展開
　・有害物質反映可否表
　・省エネ効果表（数値化）
　*横展開設備： 必要最低限の機能に絞り込んだ機器の廃止

や削減、シンプル化を中心
　　新工法設備： 上記に加え、安全率から板厚、長さ、スペー

スなど、標準設備化をめざした環境適合設計

省資源設計の実施 100％（設備：24件、治具：22件）
　・加工工程でのMin化実施例
　　①治具のMin化： 従来踏襲の設定からFEM解析により板

厚40%削減
　　②設備のMin化：従来踏襲の切粉処理能力から35%削減

○

環境技術→省資源、省エネルギー技術の開発
（2008年度生産技術部門方針）
　・新規設備稼働エネルギーの削減
　・設備・型・治具製作エネルギー・資源の削減
　目標：1990年度比−7%達成

26

安
全
・
衛
生

労働災害低減
安全衛生マネジメントシステム（OSHMS）の全拠点展開によ
る安全確保

各拠点で安全を確保する上でOSHMSで評価し弱みの項目を
改善し労働災害低減を図る

労働災害発生状況
　・休業災害（4日以上）ゼロ件
　・2006年9件（生産1件、オフィス系1件）
　・2007年8件（生産6件、オフィス2件）

○
リスクアセスメント展開（年2回以上）
　・休業災害ゼロ件継続
　・労働災害低減6件以下（生産5件、オフィス1件）

51-53

危機管理マニュアル作成
・避難通路の確保
・復興体制の確立

①自然災害時においての人の安全確保
②地震発生時の心得を全員に周知

・ 避難通路の確保
 （避難経路、場所マップ作成し共有化を図る）
・危機管理プロジェクトを７月に発足させ下記を実施
 ①火災、爆発のリスク点検と見える化（8月、12月）良好
 ②震度6強を想定した本社と岩槻の震災シミュレーション
・耐震調査と補強工事実施（福島、羽生）

○

・ 岩槻モデル展開ボトルネック工程の再見直し補強と危険箇
所継続改善実施

・ 早期復旧生産体制の国内全拠点への横展開（2008年4月
15日キックオフし転倒、落下対策、被災時の点検シート等
作成）

・各工場耐震調査対策展開

51-53

調
達 グリーン調達推進

グリーン調達ガイドラインに沿った購入ができるしくみ、体
制を確立していく

ISO未取得取引先145社に対し2008年３月までに取得の
フォロー実施。特に調達戦略に基づいた重要なお取引先に対
しISO14001（準ISOも含む）取得のフォローを実施する

ISO14001シリーズ、またはそれに準じた認証取得活動は取
得済みのお取引先は54％まで向上。まだ企業規模により活
動遅れもあり継続する

×

環境保全活動の面から
①認証取得活動のフォロー継続
② 欧州の新たな環境負荷物資質規制（欧州REACH規制）予備

登録対応実施についてお取引先の協力を得て強化する

27

社
会

地域・社会との交流促進
全ての社員の働きやすい環境づくり

地域住民はもとより社会の多くの方々に会社を見学いただ
き、当社のコーポレートブランドを広めていく。また、社会
貢献活動の拡大化を図る

・曙グループ全拠点にて新たな工場見学会を開催し、コミュ
ニケーションを図る

 「小学生社会科見学会」「家族職場見学会」「住民環境見学会」等
・障がい者雇用の拡大のため、曙グループ内での新たな職域

を発掘していく
・コーポレートブランディング活動の更なる推進と職場環境

の充実化を図る

・会社見学会：42回（参加者1,349名）
・住民懇談会：5回(参加者164名)
・納涼祭：6回(参加者7,755名)
・地域清掃ボランティア：8回(参加者653名)
・その他地域活動参加：7回(1,655名)
・障がい者雇用あけぼの123の業務拡大
　・製品袋詰め作業を1年間トライ結果、業務請負を開始
　・職場環境の充実化
　　① 社バス「アイシャトル」を導入し、本社（埼玉）と本店

（日本橋）を結ぶ社員、お客様のための新たな移動手段を
運行開始

　　②各拠点トイレのウォーマー、ウォシュレット化の拡充

○

・会社見学会/家族参観日(全拠点実施)
・住民懇談会（全拠点）
・納涼祭（全拠点）
・地域清掃ボランティア（全拠点）
・その他地域活動
・あけぼの123の業務拡大
　①名刺印刷への挑戦 
　②パソコンを使った作業への挑戦
・次世代育成支援対策「男性の育児休業拡大」
・キャリアパートナープラン制度の推進
・ 全社員の一人ひとりが楽しく参加できる身近な環境活動の

推進

36-38

41-43

49



2008年度環境目標と実績 　　　　　　
＊評価：○100％達成、×未達

取組項目 中長期目標 2007年度目標 2007年度実績 評価＊ 2008年度目標 関連ページ

開
発
・
設
計

PRTR法対象物質使用率削減（試作品に占める割合） 2009年3月末までに0.5%以下 0.7%以下 2008年3月までの実績　0.4% ○ 0.3%以下 29

環境負荷物質（アンチモン）を含まない材料の量産化
（量産移行に占めるテーマ数の割合）

2009年3月末までに60%以上 50%以上 2008年3月までの実績　52% ○ 60%以上 29

有機性揮発物質（VOC）使用量の削減
2010年度までに排出量を30％以上削減

（2000年度比）
新接着工法での製品の市場投入 新接着工法を開発完了し、量産プラント着工 × 2008年10月より量産開始、新接着工法での製品の市場投入 26

環境負荷物質（SOC）フリー
2013年までに焼結材をPbフリー化

（新幹線、在来線）
30％以上 37% ○ 50%以上 26

生
産

生産拠点CO2排出量削減（総量）
対象：国内9生産拠点

2010年度までに７％削減
（1990年度比）

・2010年度までに1990年度比で7％削減
・売上高原単位で前年度比1％削減する
　対象：国内9生産拠点

CO2発生量は1990年度比11％削減
CO2原単位は前年比2％改善 ○ 2010年度までに1990年度比で7％削減 16、28、30

ISO14001認証取得および継続的改善
①2007年6月までに北米AMTECが認証取得予定
②2008年度中に中国2拠点（広州・蘇州）が認証取得予定
③2008年度中にタイ新工場が認証取得予定

北米の生産拠点Springfield Plant（旧AMTEC）が2006年12月
までに認証取得予定

北米Springfield Plant（旧AMTEC）は拠点再編・統合により閉
鎖された。同Plantの製品は既にISO14001認証取得すみの
Glasgow Plantに移管され、北米での生産効率を高めると同
時に環境への負荷低減を果たしている

○
①2008年度中に中国2拠点（広州・蘇州）が認証取得予定
②2008年度中にタイ新工場が認証取得予定

24

非生産拠点（営業所等オフィス関連）の廃棄物実態調査 ゼロエミッションを継続維持する 各営業所の廃棄物発生量の見える化を図る
非生産拠点の廃棄物実態を調査実施
全営業所のトータル廃棄物は20トン/年で全曙の0.05% ○ ゼロエミッションの維持継続 28

生産拠点の埋立て廃棄物ゼロ
（ゼロエミッション活動）

ゼロエミッション達成の生産拠点は維持継続 海外拠点の廃棄物実態調査
アジア拠点（中国、インドネシア）の廃棄物実態調査実施
廃棄物処理業者の選択肢が少なく処理費の高騰などの課題
があるが、廃棄物に関する事故、苦情なし

○ 国内全生産拠点でのゼロエミッション維持継続 28

モ
ノ
づ
く
り

安全道場
安全道場で体験研修して危険予知のできる人づくりを行い
各拠点に持ち帰り広める

1. 安全基本行動をKY体験研修し、当社各拠点で実展開
2.  製造ラインでの危険箇所150点の気づきと対策を体験研

修し、各拠点で実施展開

・安全道場（基本行動習得者268名）
  習得者による自拠点での展開
・危険箇所発見コーナーでの気づき体験実践39名修了
  生産技術部門での実践開始中

○

モノづくり研修生は100％習得する
　・間接部門の講師育成
　・海外研修生の参加・関連会社の参加
　・危険箇所発見コーナーでの50点/人以上確保

51

環境道場
環境道場で体験研修して環境保全のできる人づくりを行い
各拠点に持ち帰り広める

1. 環境問題に対する研修
　（特に当社の実施展開状況について）
2.  実地体験研修：廃棄物の分別、緊急時の対応方法。工場廃

水異常時の重大さ

環境概論、公害法律体系、CO2削減の取組状況などについて
座学を中心に環境教育を実施。（社内の研修生 46名）
部品工業会の中核人材の見学受け入れ実施

○ CO2削減の実践について広く教育する 24

物
流

物流CO2排出量の削減 2010年度までに7%削減（2002年度比） 2007年度より「改正省エネ法への対応」テーマ内にて実施する ー ー ー 32

梱包資材の使用量削減
2010年度までに50%削減（2001年度比）：海外向けに使用
されている梱包資材を削減対象として展開する

・リターナブル、リユースの導入拡大で削減を図る
・海外輸出外装ケース使用量を45％削減（2001年度比）

削減実績：15%（2001年度比）
タイ工場向けリターナブルポリ箱の導入、北米向け外装ダン
ボールケースの製品収容数増加（11％）を実施したが取り組
みとしていた米国メーカーのリターナブルケース導入見合わ
せにより未達となった

×
削減目標：25%（2001年度比）前年+10%
・海外G企業を中心に新規アイテムのリターナブル化拡大
・緩衝防止資材の二重使用抑制で利用量低減

32

改正省エネ法への対応
（荷主への省エネ義務）

省エネ改善目標値：原単位　前年度比１％削減
・エネルギー使用量の把握、管理、報告
・省エネ計画作成実施、評価、報告

・エネルギー使用量の把握体制確立
・エネルギー使用原単位の前年度比3.1％低減 ○

輸送効率の向上でエネルギー使用原単位の前年度比1％以上
低減

32

生
産
技
術

省資源設計の推進
生産設備・ツーリングに関して、「再利用できる設計」、「材料
歩留まりの良い設計」、「エネルギー消費の少ない設計」、「環
境負荷を考慮した設計」をめざし、環境にやさしいモノづく
りをめざす

省資源検討表の100%実行

①環境適合設計を下記の環境保全項目で展開する
　・省資源検討表
　　Min化チェックシート展開
　・有害物質反映可否表
　・省エネ効果表（数値化）
　*横展開設備： 必要最低限の機能に絞り込んだ機器の廃止

や削減、シンプル化を中心
　　新工法設備： 上記に加え、安全率から板厚、長さ、スペー

スなど、標準設備化をめざした環境適合設計

省資源設計の実施 100％（設備：24件、治具：22件）
　・加工工程でのMin化実施例
　　①治具のMin化： 従来踏襲の設定からFEM解析により板

厚40%削減
　　②設備のMin化：従来踏襲の切粉処理能力から35%削減

○

環境技術→省資源、省エネルギー技術の開発
（2008年度生産技術部門方針）
　・新規設備稼働エネルギーの削減
　・設備・型・治具製作エネルギー・資源の削減
　目標：1990年度比−7%達成

26

安
全
・
衛
生

労働災害低減
安全衛生マネジメントシステム（OSHMS）の全拠点展開によ
る安全確保

各拠点で安全を確保する上でOSHMSで評価し弱みの項目を
改善し労働災害低減を図る

労働災害発生状況
　・休業災害（4日以上）ゼロ件
　・2006年9件（生産1件、オフィス系1件）
　・2007年8件（生産6件、オフィス2件）

○
リスクアセスメント展開（年2回以上）
　・休業災害ゼロ件継続
　・労働災害低減6件以下（生産5件、オフィス1件）

51-53

危機管理マニュアル作成
・避難通路の確保
・復興体制の確立

①自然災害時においての人の安全確保
②地震発生時の心得を全員に周知

・ 避難通路の確保
 （避難経路、場所マップ作成し共有化を図る）
・危機管理プロジェクトを７月に発足させ下記を実施
 ①火災、爆発のリスク点検と見える化（8月、12月）良好
 ②震度6強を想定した本社と岩槻の震災シミュレーション
・耐震調査と補強工事実施（福島、羽生）

○

・ 岩槻モデル展開ボトルネック工程の再見直し補強と危険箇
所継続改善実施

・ 早期復旧生産体制の国内全拠点への横展開（2008年4月
15日キックオフし転倒、落下対策、被災時の点検シート等
作成）

・各工場耐震調査対策展開

51-53

調
達 グリーン調達推進

グリーン調達ガイドラインに沿った購入ができるしくみ、体
制を確立していく

ISO未取得取引先145社に対し2008年３月までに取得の
フォロー実施。特に調達戦略に基づいた重要なお取引先に対
しISO14001（準ISOも含む）取得のフォローを実施する

ISO14001シリーズ、またはそれに準じた認証取得活動は取
得済みのお取引先は54％まで向上。まだ企業規模により活
動遅れもあり継続する

×

環境保全活動の面から
①認証取得活動のフォロー継続
② 欧州の新たな環境負荷物資質規制（欧州REACH規制）予備

登録対応実施についてお取引先の協力を得て強化する

27

社
会

地域・社会との交流促進
全ての社員の働きやすい環境づくり

地域住民はもとより社会の多くの方々に会社を見学いただ
き、当社のコーポレートブランドを広めていく。また、社会
貢献活動の拡大化を図る

・曙グループ全拠点にて新たな工場見学会を開催し、コミュ
ニケーションを図る

 「小学生社会科見学会」「家族職場見学会」「住民環境見学会」等
・障がい者雇用の拡大のため、曙グループ内での新たな職域

を発掘していく
・コーポレートブランディング活動の更なる推進と職場環境

の充実化を図る

・会社見学会：42回（参加者1,349名）
・住民懇談会：5回(参加者164名)
・納涼祭：6回(参加者7,755名)
・地域清掃ボランティア：8回(参加者653名)
・その他地域活動参加：7回(1,655名)
・障がい者雇用あけぼの123の業務拡大
　・製品袋詰め作業を1年間トライ結果、業務請負を開始
　・職場環境の充実化
　　① 社バス「アイシャトル」を導入し、本社（埼玉）と本店

（日本橋）を結ぶ社員、お客様のための新たな移動手段を
運行開始

　　②各拠点トイレのウォーマー、ウォシュレット化の拡充

○

・会社見学会/家族参観日(全拠点実施)
・住民懇談会（全拠点）
・納涼祭（全拠点）
・地域清掃ボランティア（全拠点）
・その他地域活動
・あけぼの123の業務拡大
　①名刺印刷への挑戦 
　②パソコンを使った作業への挑戦
・次世代育成支援対策「男性の育児休業拡大」
・キャリアパートナープラン制度の推進
・ 全社員の一人ひとりが楽しく参加できる身近な環境活動の

推進

36-38

41-43

49







主な環境教育

教育区分 教育内容

新入社員教育 環境問題概要と環境への取り組み

一般教育 環境方針と自職場の環境側面、各自の役割

専門教育 ISO14001内部環境監査員の養成・研修



環境保全コスト 単位：百万円

環　境　保　全　コ　ス　ト 2005年度 2006年度 2007年度

分 類 主 な 取 り 組 み 内 容 投資 費用 投資 費用 投資 費用

事業
エリア内
コスト

公害防止コスト 公害（大気・水質・騒音など）防止に要したコスト 9 454 4 428 0 301

地球環境保全コスト 温暖化防止、オゾン層破壊防止に要したコスト 0 54 4 60 6 46

資源循環コスト 産業廃棄物の削減、処理、リサイクル化に要したコスト 0 253 11 228 11 264

上・下流コスト 製品、包装等のリサイクル、リユースに要したコスト 0 23 0 21 0 4

管理活動コスト 社員への環境教育、EMS構築・運用認証取得に要したコスト 0 114 0 90 0 65

研究開発コスト 環境保全に資する製品等の研究開発コスト 0 98 0 127 0 172

社会活動コスト 自然保護、緑化、美化等の環境改善対策等に要したコスト 0 13 0 13 0 12

循環損傷コスト 土壌汚染、自然破壊修復に要したコスト 0 0 0 1 0 0

小　　　計 9 1,009 19 968 17 864

総　　　額 1,018 987 881

主な物量効果 単位：百万円

物量効果（前年度に対する削減量） 環境保全対策に伴う経済効果

主 な 項 目 2005年度 2006年度 2007年度 効 果 の 内 容 2005年度 2006年度 2007年度

温暖化防止（CO2削減量）　　　　　　 t-CO2 643 2,330 1,846 リサイクル等により得られた収入 171 234 271

廃棄物低減（廃棄物削減量）　　　　　   t -1,531 -1,496 -2,711 省エネ・VA・VEによる費用削減 473 502 411

廃棄物埋立て削減量　　　　　　　　　 t 912 233 58 廃棄物処理費用の削減 182 125 205

水使用料の削減量　　　　　　　　　 千m3 -354 59 18 合　　　計 826 861 887





グリーン調達ガイドラインにおける
環境負荷物質の管理ランク

対象化学物質を以下に挙げる3つのランクに分類して、管理を進めています。

管理ランク 対象物質 実施事例

使用禁止
法令で製造や使用が禁止も
しくは厳しく制限されてい
る物質

製造又は使用を禁止する。
使用中のものが有れば、全
廃計画を策定する

使用制限
将来的に製造等が規制され
る物質及び法令で排出基準
が設けられている物質

代替・削減方法を調査し、
削減計画を立案する

使用情報
適正管理

ILRS( Internat iona l L ist of 
Reportable Substances)で使
用量を要申告としている物
質

使用情報を管理し、削減に
努める





2007年度PRTR法対象化学物質の排出量実績 単位：t/年度

取扱量
排出量 移動量

除去処理量
消費量

（製品付着）物　質　名＊ 大気 水域 埋立 リサイクル

06年 07年 06年 07年 06年 07年 06年 07年 06年 07年 06年 07年 06年 07年

亜鉛水溶性化合物 95.6 92.2 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 11.0 13.3 0.0 0.0 84.5 78.9

アンチモン及びその化合物 108.7 107.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 11.3 8.8 0.0 0.0 97.4 98.7

キシレン 35.7 3.1 5.7 3.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 30.0 0.0 0.0 0.0

3価クロム化合物 18.9 25.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.8 1.9 0.0 0.0 17.1 23.9

6価クロム化合物＊＊ 1.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.6 0.0 0.9 0.0

クロロベンゼン 2.9 3.0 2.9 3.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

ヘキサメチレンテトラミン 114.9 107.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 6.3 5.5 108.6 102.1 0.0 0.0

トルエン 10.4 9.2 9.1 9.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.3 0.0 0.0 0.0

ニッケル化合物＊＊ 20.1 22.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 3.7 4.1 0.0 0.0 16.4 18.4

フェノール 28.6 26.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.3 1.0 27.3 24.9 0.0 0.0

ふっ化水素及びその水溶性塩 4.2 3.3 0.0 0.0 2.5 1.9 0.0 0.0 1.8 1.4 0.0 0.0 0.0 0.0

マンガン及びその化合物 4.6 5.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.6 0.6 0.0 0.0 4.0 4.5

モリブデン及びその化合物 8.7 7.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.8 0.5 0.0 0.0 7.9 6.6

総　合　計 454.8 412.4 17.7 15.3 2.6 1.9 0.0 0.0 38.6 37.1 167.8 127.0 228.2 231.0







CO2削減量

項　目 削減量（トン／年）

内陸(トラック) 8

海上(船) 62,979

物流に伴うエネルギー使用量とCO2排出量

2006年度 2007年度

総輸送量(万トンキロ) 6,377 6,544

エネルギー使用量(原油換算kℓ) 1,759 1,749

CO2排出量(トン−CO2) 4,600 4,540

エネルギー使用原単位 0.276 0.267





























 

 









年度 人数 出  身  国

2005 5 フィンランド、フランス、ポルトガル、スペイン

2006 3 メキシコ、イギリス、アメリカ

2007 6 フランス、トルコ、スロバキア、イタリア、ドイツ



退職者 退職者ご家族 周辺住民 合　計

石綿肺所見あり 38名 0名 0名 38名

塵肺所見あり 12名 0名 0名 12名

所見なし 328名 33名 99名 460名

受診者合計 378名 33名 99名 510名

Topics









規　準 2006年度実績 2007年度実績

◆大気 項目 単位 規制値 最大値 平均値 最大値 平均値

（大気汚染防止法、 県条例） ばいじん g/m3N − 0.008未満 0.008未満 0.005未満 0.005未満

NOx ppm − 41 41 50 50

SOx m3N/h 0.87 0.013 0.013 0.008 0.008

◆水質 項目 単位 通常 日間平均 最大値 平均値 最大値 平均値

（水質汚濁防止法、 県条例） pH − 5.8〜8.6 − 7.8 7.2 7.5 7.3

BOD mg/l 40 − 4.9 1.8 2.9 1.9

ss （懸濁物質） mg/l 70 − 20.0 13.4 26.0 12.4 

油分（nヘキサン抽出物） mg/l 10 − 1.0未満 1.0未満 1.0未満 1.0未満

大腸菌 個/cm3 − 3,000 640 76 不検出 不検出

◆PRTR法対象化学物質 単位：kg/年度

取扱量
排出量 移動量

除去処理量
消費量

物　質　名 大気 水域 埋立 リサイクル （製品付着）

06年 07年 06年 07年 06年 07年 06年 07年 06年 07年 06年 07年 06年 07年

アンチモン及びその化合物 47,868 49,056 0 0 0 0 0 0 1,197 1,277 0 0 46,671 47,779

クロム及び3価クロム化合物 16,554 23,621 0 0 0 0 0 0 1,482 1,585 0 0 15,072 22,036

ヘキサメチレンテトラミン 60,948 58,420 0 0 0 0 0 0 852 737 60,096 57,683 0 0

トルエン 1,515 1,542 1,515 1,542 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

フェノール 20,027 19,270 0 0 0 0 0 0 280 243 19,747 19,027 0 0

モリブデン及びその化合物 2,156 2,590 0 0 0 0 0 0 228 132 0 0 1,928 2,458

総　合　計 149,068 154,499 1,515 1,542 0 0 0 0 4,039 3,974 79,843 76,710 63,671 72,273

曙ブレーキ福島製造株式会社　生産品目：ブレーキライニング ［2000年3月 ISO14001認証取得］

規　準 2006年度実績 2007年度実績

◆大気 項目 単位 規制値 最大値 平均値 最大値 平均値

（大気汚染防止法、 県条例） ばいじん g/m3N 0.1 0.02 0.018 0.006未満 0.003未満

NOx ppm 950 840.0 757.0 130.0 85.50

SOx m3N/h 7.91 0.09 0.085 0.00 0.000

◆水質 項目 単位 通常 日間平均 最大値 平均値 最大値 平均値

（水質汚濁防止法、 県条例） pH − 5.8〜8.6 − 7.8 7.2 7.4 7.1

BOD mg/l 25 20 6.5 2.9 13.4 6.0

ss （懸濁物質） mg/l 60 50 8.0 3.0 20.0 5.6

油分（nヘキサン抽出物） mg/l 5 − 4.0 2.2 2.6 1.5

大腸菌 個/cm3 − 3,000 46.0 32.0 不検出 不検出

アンモニア、アンモニウム化合物、
亜硝酸化合物、硝酸化合物

mg/l 100 − − − 15.0 4.6

◆PRTR法対象化学物質 単位：kg/年度

取扱量
排出量 移動量

除去処理量
消費量

物　質　名 大気 水域 埋立 リサイクル （製品付着）

06年 07年 06年 07年 06年 07年 06年 07年 06年 07年 06年 07年 06年 07年

アンチモン及びその化合物 46,116 43,759 0 0 0 0 0 0 5,534 5,251 0 0 40,582 38,508

クロム及び3価クロム化合物 1,272 1,107 0 0 0 0 0 0 153 133 0 0 1,119 974

ヘキサメチレンテトラミン 42,552 38,082 0 0 0 0 0 0 5,106 4,570 37,446 33,512 0 0

トルエン 2,945 3,149 2,945 3,149 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

フェノール 8,564 6,690 0 0 0 0 0 0 1,028 803 7,536 5,887 0 0

マンガン及びその化合物 4,618 5,079 0 0 0 0 0 0 554 609 0 0 4,064 4,470

モリブデン及びその化合物 4,437 1,889 0 0 0 0 0 0 532 227 0 0 3,905 1,662

総　合　計 110,504 99,755 2,945 3,149 0 0 0 0 12,907 11,593 44,982 39,399 49,670 45,614

曙ブレーキ山形製造株式会社　生産品目：ディスクブレーキパッド ［2000年3月 ISO14001認証取得］



規　準 2006年度実績 2007年度実績

◆大気 項目 単位 規制値 最大値 平均値 最大値 平均値

（大気汚染防止法、 県条例） ばいじん g/m3N − 0.005未満 0.005未満 0.005未満 0.005未満

NOx ppm − 82 77.5 79 68

SOx m3N/h 0.63 0.07 0.07 0.16 0.16

◆水質 項目 単位 通常 日間平均 最大値 平均値 最大値 平均値

（水質汚濁防止法、 県条例） pH − 5.8〜8.6 − 7.9 7.4 8.4 7.6

BOD mg/l 25 20 13.0 7.5 12.0 7.4

ss （懸濁物質） mg/l 70 60 28.0 12.3 23.0 14.6

油分（nヘキサン抽出物） mg/l 10 − 2.2 0.9 2.0 0.9

大腸菌 個/cm3 − 3,000 200 63 100 18.0

亜鉛 mg/l 2 − 不検出 不検出 不検出 不検出

◆PRTR法対象化学物質 単位：kg/年度

取扱量
排出量 移動量

除去処理量
消費量

物　質　名 大気 水域 埋立 リサイクル （製品付着）

06年 07年 06年 07年 06年 07年 06年 07年 06年 07年 06年 07年 06年 07年

亜鉛水溶性化合物 14,510 14,409 0 0 0 0 0 0 4,515 3,885 0 0 9,995 10,524

キシレン 4,372 3,051 4,372 3,051 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ニッケル化合物 20,053 22,462 0 0 0 0 0 0 3,662 4,104 0 0 16,391 18,358

ふっ化水素及びその水溶性塩 3,131 3,316 0 0 1,816 1,923 0 0 1,315 1,393 0 0 0 0

総　合　計 42,066 43,238 4,372 3,051 1,816 1,923 0 0 9,492 9,382 0 0 26,386 28,882

曙ブレーキ三春製造株式会社　生産品目：ディスクブレーキ/ブレーキ構成部品 ［1999年3月 ISO14001認証取得］

規　準 2006年度実績 2007年度実績

◆大気 項目 単位 規制値 最大値 平均値 最大値 平均値

（大気汚染防止法、 県条例） ばいじん g/m3N 0.3 0.005未満 0.005未満 0.005未満 0.005未満

NOx ppm 250 98.0 66.2 68.0 42.7

SOx m3N/h 1.17 2.0以下 2.0以下 2.0以下 2.0以下

◆水質 項目 単位 通常 日間平均 最大値 平均値 最大値 平均値

（水質汚濁防止法、 県条例） pH − 5.8〜8.6 − 7.7 7.4 8.1 7.3

BOD mg/l 25 20 17.0 11.2 19.0 10.1

ss （懸濁物質） mg/l 70 60 7.0 3.5 6.0 3.4

油分（nヘキサン抽出物） mg/l 10 − 0.5 0.5 3.7 3.7

大腸菌 個/cm3 − 3,000 170 170 38 38

亜鉛 mg/l 2 − 0.01 0.01 0.04 0.01

◆PRTR法対象化学物質 単位：kg/年度

取扱量
排出量 移動量

除去処理量
消費量

物　質　名 大気 水域 埋立 リサイクル （製品付着）

06年 07年 06年 07年 06年 07年 06年 07年 06年 07年 06年 07年 06年 07年

ヘキサメチレンテトラミン 2,058 1,785 0 0 0 0 0 0 46 40 2,012 1,745 0 0

総　合　計 2,058 1,785 0 0 0 0 0 0 46 40 2,012 1,745 0 0

曙ブレーキいわき製造株式会社　生産品目：シューアッシー /リビルトシューアッシー /ディスクブレーキパッド/ブレーキ構成部品 ［2003年3月 ISO14001認証取得］



規　準 2006年度実績 2007年度実績

◆大気 項目 単位 規制値 最大値 平均値 最大値 平均値

（大気汚染防止法、 県条例） ばいじん g/m3N 0.3 0.002未満 0.002未満 0.009未満 0.003未満

NOx ppm 180 100 93 120 87

SOx m3N/h 0.95 0.024 0.011 0.021 0.008

◆水質 項目 単位 通常 日間平均 最大値 平均値 最大値 平均値

（水質汚濁防止法、 県条例） pH − 5.8〜8.6 − 7.5 7.2 7.6 7.0

BOD mg/l 25 20 25.0 18.9 24.0 13.5

COD kg/日 47.9 総量規制 46.0 29.0 36.0 28.0

ss（懸濁物質） mg/l 60 50 9.3 5.9 21.0 9.7

油分（nヘキサン抽出物） mg/l 5 − 2.0 2.0 不検出 不検出

全窒素 kg/日 73.8 総量規制 69.0 53.3 67.0 48.7

全リン kg/日 11.2 総量規制 0.8 0.5 2.4 1.2

大腸菌 個/cm3 − 3,000 640 75.8 1,100 169

全クロム mg/l 2 − 0.09 0.03 不検出 不検出

フッ素 mg/l 8 − 8.0 3.6 不検出 不検出

亜鉛 mg/l 2 − 1.0 0.5 0.3 0.1 

◆PRTR法対象化学物質 単位：kg/年度

取扱量
排出量 移動量

除去処理量
消費量

物　質　名 大気 水域 埋立 リサイクル （製品付着）

06年 07年 06年 07年 06年 07年 06年 07年 06年 07年 06年 07年 06年 07年

亜鉛水溶性化合物 69,054 64,676 0 0 120 30 0 0 6,482 9,372 0 0 62,452 55,274

総　合　計 69,054 64,676 0 0 120 30 0 0 6,482 9,372 0 0 62,452 55,274

曙ブレーキ岩槻製造株式会社　生産品目：ディスクブレーキ/ドラムブレーキ/シューアッシー /プレートアッシー ［2002年3月 ISO14001認証取得］

規　準 2006年度実績 2007年度実績

◆大気 項目 単位 規制値 最大値 平均値 最大値 平均値

（大気汚染防止法、 県条例） ばいじん g/m3N − 0.0065未満 0.0065未満 0.0063未満 0.0063未満

NOx ppm − 72.0 72.0 71.0 64.5

SOx m3N/h 0.63 0.0054 0.0054 0.0062未満 0.0060未満

◆水質 項目 単位 通常 日間平均 最大値 平均値 最大値 平均値

（水質汚濁防止法、 県条例） pH − 5.8〜8.6 − 8.0 7.6 7.8 7.3

BOD mg/l 25 20 9.5 4.7 12.0 5.1

COD kg/日 7.4 総量規制 0.6 0.5 2.4 0.9

ss （懸濁物質） mg/l 60 50 9.7 7.1 19.0 10.0

油分（nヘキサン抽出物） mg/l 5 − 2.0 2.0 2.0 2.0

全窒素 kg/日 9.8 総量規制 3.5 2.4 1.9 1.6

全リン kg/日 1.3 総量規制 0.1 0.1 0.1 0.06

大腸菌 個/cm3 − 3,000 170 62 460 125

フッ素 mg/l 8 − 1.0 1.0 不検出 不検出

アンモニア、アンモニウム化合物、
亜硝酸化合物、硝酸化合物

mg/l 100 − 16.0 9.0 18.0 11.2

◆PRTR法対象化学物質 単位：kg/年度

取扱量
排出量 移動量

除去処理量
消費量

物　質　名 大気 水域 埋立 リサイクル （製品付着）

06年 07年 06年 07年 06年 07年 06年 07年 06年 07年 06年 07年 06年 07年

アンチモン及びその化合物 14,721 14,654 0 0 0 0 0 0 4,552 2,284 0 0 10,169 12,370

クロム及び3価クロム化合物 1,066 1,066 0 0 0 0 0 0 118 176 0 0 948 890

ヘキサメチレンテトラミン 9,326 9,351 0 0 0 0 0 0 324 167 9,002 9,184 0 0

トルエン 3,696 2,388 2,444 2,388 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

モリブデン及びその化合物 2,117 2,665 0 0 0 0 0 0 52 176 0 0 2,065 2,489

総　合　計 30,926 30,124 2,444 2,388 0 0 0 0 5,046 2,803 9,002 9,184 13,182 15,749

曙ブレーキ羽生製造株式会社　生産品目：ディスクブレーキパッド ［2003年3月 ISO14001認証取得］



規　準 2006年度実績 2007年度実績

◆大気 項目 単位 規制値 最大値 平均値 最大値 平均値

（大気汚染防止法、 県条例） ばいじん g/m3N −

＊規制対象設備なし ＊規制対象設備なしNOx ppm −

SOx m3N/h −

◆水質 項目 単位 通常 日間平均 最大値 平均値 最大値 平均値

（総社市公害防止協定値） pH − 6.0〜8.0 − 8.2 7.9 8.2 7.9

BOD mg/l 15 6 2.6 1.7 3.1 1.7

COD mg/l 15 8 6.9 4.0 6.8 5.3

ss （懸濁物質） mg/l 30 10 3.0 1.9 11.0 5.1

油分（nヘキサン抽出物） mg/l 2 1 不検出 不検出 不検出 不検出

全窒素 mg/l 5 3 2.5 1.2 2.7 1.4

全リン mg/l 2 2 0.3 0.1 0.3 0.2

大腸菌 個/cm3 − 1,000 90 45 34 23

◆PRTR法対象化学物質 単位：kg/年度

取扱量
排出量 移動量

除去処理量
消費量

物　質　名 大気 水域 埋立 リサイクル （製品付着）

06年 07年 06年 07年 06年 07年 06年 07年 06年 07年 06年 07年 06年 07年

クロロベンゼン 2,926 3,014 2,926 3,014 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

トルエン 2,203 2,138 2,201 2,136 0 0 0 0 2 2 0 0 0 0

総　合　計 5,129 5,152 5,127 5,150 0 0 0 0 2 2 0 0 0 0

曙ブレーキ山陽製造株式会社 吉備第1工場　生産品目：ディスクブレーキ／ドラムブレーキ／シューアッシー／プレートアッシー ［2001年5月 ISO14001認証取得］

規　準 2006年度実績 2007年度実績

◆大気 項目 単位 規制値 最大値 平均値 最大値 平均値

（大気汚染防止法、 県条例） ばいじん g/m3N −

＊規制対象設備なし ＊規制対象設備なしNOx ppm −

SOx m3N/h −

◆水質 項目 単位 通常 日間平均 最大値 平均値 最大値 平均値

（総社市公害防止協定値） pH − 6.0〜8.0 − 8.2 7.9 8.2 7.9

BOD mg/l 15 6 2.6 1.7 3.1 1.7

COD mg/l 15 8 6.9 4.0 6.8 5.3

ss （懸濁物質） mg/l 30 10 3.0 1.9 11.0 5.1

油分（nヘキサン抽出物） mg/l 2 1 不検出 不検出 不検出 不検出

全窒素 mg/l 5 3 2.5 1.2 2.7 1.4

全リン mg/l 2 2 0.3 0.1 0.3 0.2

大腸菌 個/cm3 − 1,000 90 45 34 23.0

曙ブレーキ山陽製造株式会社 吉備第2工場　生産品目：ホイルシリンダー ［2003年3月 ISO14001認証取得］

規　準 2006年度実績 2007年度実績

◆大気 項目 単位 規制値 最大値 平均値 最大値 平均値

（大気汚染防止法、 県条例） ばいじん g/m3N −

＊規制対象設備なし ＊規制対象設備なしNOx ppm −

SOx m3N/h −

◆水質 項目 単位 通常 日間平均 最大値 平均値 最大値 平均値

（総社市公害防止協定値） pH − 6.0〜8.0 − 7.6 7.3 7.6 7.4

BOD mg/l 20 15 5.7 1.9 1.4 0.9

COD mg/l 15 10 7.5 4.4 4.4 3.6

ss （懸濁物質） mg/l 40 30 4.0 2.3 2.0 1.3

油分 （nヘキサン抽出物） mg/l 2 1 不検出 不検出 不検出 不検出

全窒素 mg/l 120 60 8.9 6.7 11.0 5.9

全リン mg/l 16 8 3.0 2.4 5.0 2.4

大腸菌 個/cm3 − 1,000 380 370 530 293

全クロム mg/l 0.5 − 不検出 不検出 不検出 不検出

◆PRTR法対象化学物質 単位：kg/年度

取扱量
排出量 移動量

除去処理量
消費量

物　質　名 大気 水域 埋立 リサイクル （製品付着）

06年 07年 06年 07年 06年 07年 06年 07年 06年 07年 06年 07年 06年 07年

亜鉛の水溶性化合物 12,060 13,141 0 0 0 0 0 0 7 8 0 0 12,053 13,133

総　合　計 12,060 13,141 0 0 0 0 0 0 7 8 0 0 12,053 13,133

曙ブレーキ山陽製造株式会社 総社工場　生産品目：ディスクブレーキ/ブレーキ構成部品 ［2001年5月 ISO14001認証取得］












